
西宮北口駅北東地区地区計画 

 

Ｈ１０．１０．１５ 決定   

Ｈ１８． ３．１０ 変更   
 
 

 名  称  西宮北口駅北東地区地区計画 

 位  置  西宮市北口町、高木東町、長田町および薬師町の各一部並びに高木西町の全部 

 区  域  計画図表示のとおり 

 面  積  約３１．２ヘクタール 

地区計画の目標 

   本地区は、阪急神戸線と今津線が交差する西宮北口駅に近接し、大阪、神戸へ 

 の交通の至便地であり、道路や公園の不足、老朽住宅の集積などの課題をかかえ 

 ていた。本地区は兵庫県南部地震において大きな被害を受け、その復興にあたっ 

 ては、震災復興土地区画整理事業によって防災性の高い基盤整備が進められてい 

 る地区である。 

  本地区計画は、こうした区画整理事業の趣旨を踏まえ、田園住宅都市として安 

 全で潤いとコミュニティのある良好な市街地の形成を目標とする。 

 土地利用の方針 

 

   本地区は、安全で潤いとコミュニティのある良好な市街地の形成を図るため、 

 次のように土地利用を誘導する。 

1)中津浜線沿道は、周辺の住宅地との調和に配慮し、幹線道路を活した土地利用 

  を誘導する。 

2)中津浜線沿道以外の地区は、住宅を主体としたゆとりと潤いのある市街地を形 

  成するよう土地利用を誘導する。 

 地区施設の整備方針 

   土地区画整理事業による道路、公園等の地区施設機能が損なわれないよう維                                    

 持、増進を図るとともに、学校や公園などを有機的に連携する歩行者空間の整備 

 に努める。 
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 建築物等の整備方針 

   ゆとりと潤いのある良好な住環境を形成するため、敷地面積の最低限度、壁面 

 の位置の制限、建築物の高さの最高限度を定めるとともに、地区内の住商複合地 

 区において建築物等の用途の制限を行う。 

  優れたまちなみを形成するため、建築物等の色彩、意匠については周辺と調和 

 した落ち着きのあるものとなるよう努める。また、市街地環境を保全、育成し、 

 緑豊かな潤いのあるまちなみの形成を図るため、大規模敷地においては生垣等に 

 よる道路沿い緑化に努めるとともに、小規模敷地においても道路沿いの緑化の工 

 夫に努める。 

 

 



  

 地区整備計画を定める区域 

 

 計画図表示のとおり 

 

 地区整備計画の区域面積 

 

 約３１．２ヘクタール 

名称 
幹線道路沿道地区 
（Ａゾーン） 

一 般 住 宅 地 区 
（Ｂゾーン） 

住 商 複 合 地 区 
（Ｃゾーン） 

 地区の細区分 
 （細区分の区域 

  は計画図表示 

  のとおり） 面積 約 ９．３ヘクタール 約 ２１．４ヘクタール 約 ０．５ヘクタール 

 建築物の用途の制限 

 

     次に掲げる建築物は、

 建築してはならない。 

  (1)ホテル又は旅館 

  (2)マージャン屋、ぱち 

  んこ屋、射的場、勝馬 

  投票券発売所、場外車 

  券売場、ゲームセンタ 

  ーその他これらに類す 

  るもの 

  (3)カラオケボックスそ 

  の他これに類するもの 

  (4)キャバレー、料理店 

  ナイトクラブ、ダンス 

  ホールその他これらに 

  類するもの 
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建築物の敷地面積の最 

 低限度 

 

 

９０平方メートル。 

 ただし、次の各号に掲げ 

 る場合の建築物の敷地面 

 積の最低限度は、当該各 

 号に定める面積とする。 

  (1)その土地の区域の面

積が５００平方メー

トル以上の宅地造成

（建築物を建築する

ため、土地の区画又

は形質に改変を加え

ることをいう。）を

行う場合（ただし、計

画図に表示するａの区

域を除く。） 

   １２０平方メートル 

  (2)現に建築物の敷地と 

  して使用されている土 

  地、又は現に存する所 

  有権その他の権利に基 

  づいて建築物の敷地と 

   して使用する土地につ

  いて、その全部を一の 

  敷地として使用する場 

  合 

当該土地の面積 

  (3)土地区画整理法第98 

  条第１項の規定により 

  仮換地として指定され 

  た際に存する所有権そ 

  の他の権利に基づいて 

９０平方メートル。 

 ただし、次の各号に掲げ 

 る場合の建築物の敷地面 

 積の最低限度は、当該各 

 号に定める面積とする。 

  (1)その土地の区域の面

積が５００平方メー

トル以上の宅地造成

（建築物を建築する

ため、土地の区画又

は形質に改変を加え

ることをいう。）を

行う場合 

   １２０平方メートル 

  (2)現に建築物の敷地と 

  して使用されている土 

  地、又は現に存する所 

  有権その他の権利に基 

  づいて建築物の敷地と 

   して使用する土地につ 

  いて、その全部を一の 

  敷地として使用する場 

  合 

当該土地の面積 

  (3)土地区画整理法第98 

条第１項の規定により 

   仮換地として指定され 

  た際に存する所有権そ 

  の他の権利に基づいて 

  建築物の敷地として使 

  用する土地について、 

９０平方メートル。 

 ただし、次の各号に掲げ 

 る場合の建築物の敷地面 

 積の最低限度は、当該各 

 号に定める面積とする。 

  (1)現に建築物の敷地と 

  して使用されている土 

  地、又は現に存する所 

  有権その他の権利に基 

  づいて建築物の敷地と 

  して使用する土地につ 

  いて、その全部を一の 

  敷地として使用する場 

  合 

     当該土地の面積 

  (2)土地区画整理法第98 

  条第１項の規定により 

  仮換地として指定され 

  た際に存する所有権そ 

  の他の権利に基づいて 

  建築物の敷地として使 

  用する土地について、

  その土地の全部（その 

  土地の一部を建築基準 

  法第42条第１項の規定 

  による道路の用に供す 

  る場合にあっては、当 

  該道路の部分を除く部 

分。）を一の敷地とし 

  て使用する場合 

     当該土地の面積 



    建築物の敷地として使 

用する土地について、 

  その土地の全部（その 

  土地の一部を建築基準 

  法第42条第１項の規定 

  による道路の用に供す 

  る場合にあっては、当 

  該道路の部分を除く部 

  分。）を一の敷地とし 

  て使用する場合 

   当該土地の面積 

  その土地の全部（その 

土地の一部を建築基準 

  法第42条第１項の規定 

  による道路の用に供す 

  る場合にあっては、当 

  該道路の部分を除く部 

  分。）を一の敷地とし 

  て使用する場合 

   当該土地の面積 

  

 建築物の壁面の位置の 

 制限 

 

 敷地面積が５００平方メ 

 ートル以上の場合の建築 

 物の外壁又はこれに代わ 

 る柱（以下「外壁等」と 

 いう。）の面から敷地境 

 界線までの距離の最低限 

 度は、１メートルとす            

 る。 

 同左 

 

 同左 

 

 

 

 建築物の高さの最高限 

 度 

 

 １．敷地面積が５００平 

  方メートル以上の場合 

   は、建築物の各部分の

  高さの最高限度は、次 

  に定めるとおりとし、 

  建築物の高さの最高限 

  度は、１８メートルと 

  する。 

  (1)当該部分から前面道 

  路の反対側の境界線又 

  は隣地境界線までの真 

  北方向の水平距離（以 

  下この項において単に 

  「水平距離」という。）

   が４メートル未満の範 

   囲にあっては、当該水 

   平距離に１．２５を乗 

  じて得たものに５メー 

  トルを加えたもの 

  (2)水平距離が４メート 

  ル以上の範囲にあって 

  は、当該水平距離から 

  ４メートルを減じたも 

  のに０．６を乗じて得 

  たものに１０メートル 

   を加えたもの 

２．前項の規定にかかわ 

  らず、次に掲げる要件 

  に適合する建築物の高 

  さ及び各部分の高さの 

  最高限度は、この地区 

  計画の決定告示の           

  日（以下この項におい 

  て「告示の日」とい           

  う。）において現に存

 １．敷地面積が５００平 

  方メートル以上の場合 

   は、建築物の各部分の 

  高さの最高限度は、次 

  に定めるとおりとし、 

  建築物の高さの最高限 

  度は、１５メートルと 

  する。 

  (1)当該部分から前面道 

  路の反対側の境界線又 

  は隣地境界線までの真 

  北方向の水平距離（以 

  下この項において単に 

  「水平距離」という。） 

   が４メートル未満の範 

   囲にあっては、当該水 

   平距離に１．２５を乗 

  じて得たものに５メー 

  トルを加えたもの 

  (2)水平距離が４メート 

  ル以上の範囲にあって 

  は、当該水平距離から 

  ４メートルを減じたも 

  のに０．６を乗じて得 

  たものに１０メートル 

   を加えたもの 

２．前項の規定にかかわ 

  らず、次に掲げる要件 

  に適合する建築物の高 

  さ及び各部分の高さの 

  最高限度は、この地区 

  計画の決定告示の           

  日（以下この項におい 

  て「告示の日」とい            

う。）において現に存 

 同左 

 

 

 

 

 

 

 

  (1)同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2)同左 

 

 

 

 

 

 

２．同左 

 

 

 

 

 



   する建築物の高さ又は 

  現に建築の工事中の建 

  築物の予定の高さとす 

  る。 

  (1)告示の日において現 

  に存する建築物又は現 

  に建築の工事中の建築 

  物が前項に定める基準 

  に適合しない部分を有 

  する場合であって、当 

  該敷地を一の敷地とし 

  て再度新築するもの 

  (2)敷地内に敷地面積の 

  １０分の１以上である 

  日常一般に開放された 

   空地（緑地を含む。） 

  を有するもの 

 ３．建築物の敷地の地盤 

  面が北側の隣地（北側 

  に前面道路がある場合 

  においては、当該道路 

  の反対側の隣地をい           

  う。）の地盤面（隣地 

  に建築物がない場合に 

  おいては、当該隣地の 

  平均地表面をいう。） 

   より１メートル以上低

  い場合における前２項 

  の規定（建築物の各部 

   分の高さに係る部分に 

  限る。）の適用につい 

  ては、その建築物の敷 

  地の地盤面は、当該高 

  低差から１メートルを 

  減じたものの２分の１ 

  だけ高い位置にあるも 

  のとみなす。 

 ４．敷地面積が５００平 

  方メートル未満の場合 

  は、建築物の高さの最 

  高限度は１０メートル 

  とする。 

する建築物の高さ又は 

  現に建築の工事中の建 

  築物の予定の高さとす 

  る。 

  (1)告示の日において現 

  に存する建築物又は現 

  に建築の工事中の建築 

  物が前項に定める基準 

  に適合しない部分を有 

  する場合であって、当 

  該敷地を一の敷地とし 

  て再度新築するもの 

  (2)敷地内に敷地面積の 

  １０分の１以上である 

  日常一般に開放された 

   空地（緑地を含む。） 

  を有するもの 

 ３．建築物の敷地の地盤 

  面が北側の隣地（北側 

  に前面道路がある場合 

  においては、当該道路 

  の反対側の隣地をい           

  う。）の地盤面（隣地 

  に建築物がない場合に 

  おいては、当該隣地の 

  平均地表面をいう。） 

   より１メートル以上低 

  い場合における前２項 

  の規定（建築物の各部 

   分の高さに係る部分に 

  限る。）の適用につい 

  ては、その建築物の敷 

  地の地盤面は、当該高 

  低差から１メートルを 

  減じたものの２分の１ 

  だけ高い位置にあるも 

  のとみなす。 

 ４．敷地面積が５００平 

  方メートル未満の場合 

  は、建築物の高さの最 

  高限度は１０メートル 

  とする。 

  

 

 

 

  (1)同左 

 

 

 

 

 

 

 

  (2)同左 

 

 

 

 

 ３．同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．同左 

 

   かき若しくはさくの構 

 造の制限 

 道路に面するかき、さ 

 くの構造は、生垣又はメ 

 ッシュフェンス等とし、 

 緑化の妨げとなるコンク 

 リートブロック等として 

 はならない。ただし、次 

 の各号に掲げるものにあ 

 ってはこの限りでない。 

(1)門柱及び意匠上これ 

  に付属する部分 

 (2)かき又はさくの基礎 

で天端高さ４０センチ 

 



  

 

 

 

   

 

メートル以下のコンク 

  リートブロック等の部 

  分 

  (3)コンクリートブロッ 

  ク等の塀の前面に低木 

  等の植栽を行ったもの 

  (4)その他美観風致を妨 

  げないと認められるも 

  の 

 

 

 






